
厚⽣労働省における医療安全対策の動向について

1．医療法施⾏規則の⼀部を改正する省令（令和 8 年厚⽣労働省令第 27 号）等を踏まえた
医療の安全を確保するための措置について

（１）背景

厚⽣労働省において、我が国における医療安全に係る施策の現状と課題を整理し、対応策について検討
することを⽬的として、令和７年６⽉より「医療事故調査制度等の医療安全に係る検討会」を開催し、
同年 12 ⽉に同検討会報告書をとりまとめた。今般、同検討会報告書を踏まえ、医療機関内の医療安全お
よび医療事故調査制度に関して、法令等の改正が⾏われた。（⼀部を除き、令和 8 年 4 ⽉ 1 ⽇より施⾏） 

（２）医療機関内の医療安全について

１）医療安全管理委員会に報告すべき事例の範囲の明確化
患者への影響度が⼤きく、回避する⼿段が普及している 12 の事象を報告すべき事例として含める。 

２）医療安全管理者の配置
医療法上に医療安全管理者の配置を義務付け。

※ 診療報酬の施設基準で定められた医療安全管理者とは異なる基準
※ 病院、有床診療所・助産所が対象。医療資格の有無や研修受講は問わない

（３）医療事故調査制度について

１）医療事故に係る適切な対応に関する研修の受講
管理者または「医療事故に係る対応に関わる従業者」が医療事故に係る適切な対応に関する研修を

受講しなければならない。
※ 病院および、有床診療所・助産所のうち⼀定の⼿術⼜は分娩を⾏う施設が対象
※ 令和 11 年 4 ⽉ 1 ⽇から施⾏

２）医療に係る安全管理のための指針への記載内容の具体化
医療に係る安全管理のための指針において⽂書化する事項の中に、管理者が把握した死亡事例に

ついて、医療事故調査・⽀援センターや医療事故調査等⽀援団体に⽀援を求め、医療事故の該当性を
判断するまでのプロセスや、遺族等から医療事故ではないかと申出があった場合に、遺族等に説明す
るプロセスを含める。

３）医療に係る安全管理に関する記録の整備
２）のプロセスにおける医療事故の該当性の判断について、判断の結果、判断理由、遺族等への対

応等に関する記録を作成し、保存する。

（４）⽇本医療安全調査機構としての⽅針

機構においては、令和７年 12 ⽉にとりまとめられた「医療安全の更なる向上を⽬指す検討会」報
告書を踏まえ、医療機関の協⼒を得て、遺族等への説明の状況や医療事故の判断等について任意の情
報収集を⾏うことで実態の把握に努め、医療機関への⽀援や研修の質向上につなげる等、必要な対応
を⾏う⽅針。
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２．医療安全に係る令和 8 年度診療報酬改定ついて 

（１）医療安全対策加算について 

厚⽣労働省が令和 7 年 12 ⽉に公表した「医療事故調査制度等の医療安全に係る検討会」報告書等を踏
まえ、医療安全対策加算の要件および評価の充実が⾏われた。 

１）医療安全対策加算の評価の充実 
    加算１：85 点から 160 点へ増点、加算２：30 点から 70 点へ増点  

※⼊院初⽇ 1 ⼊院につき 1 回限り 
２）医療事故調査制度に係る適切な研修受講要件の追加 

    管理者が医療事故調査制度に係る適切な研修を修了していることが望ましいことの要件が新設。 
３）医療安全管理部⾨が⾏う業務に関する基準の追加（加算１のみ） 

「患者への影響度が⼤きいが回避可能性は必ずしも⾼くない事象」の傾向把握、必要時の検証等 
   を⾏う。 

４）医療安全対策加算２の要件の新設 
医療安全管理者として医療有資格者以外の者を配置する場合の要件が新設された。 

５）医療安全対策地域連携加算１の要件の変更 
    医療安全対策地域連携加算１について、特定機能病院においても算定可能となった。 
 
（２）個別の安全対策について 

１）パニック値に関する事項について検体検査管理加算の施設基準へ追加 
医療事故の再発防⽌に向けた提⾔（以下、提⾔）第 20 号 「⾎液検査パニック値に係る死亡事例の

分析」で注意喚起されていること等を踏まえ、検体検査管理加算の施設基準に、パニック値の項⽬と
閾値の設定、パニック値の報告等を満たすことが望ましいことが要件として設定された。 

２）迅速なフィブリノゲン測定に係る評価の新設 
     後天性低フィブリノゲン⾎症の患者に対して、⼿術室等の場所でフィブリノゲン半定量⼜はフィ

ブリノゲン定量を実施することで算定される、迅速フィブリノゲン測定加算 150 点が新設された。 

  参考）提⾔ 第 21 号 「産科危機的出⾎に係る妊産婦死亡事例の分析」 (P38) 
     〇⾏政への要望    

    ①フィブリノゲン値における POCT の実態に則した評価についての検討  
凝固因⼦の補充など治療の判断を迅速に⾏うには、フィブリノゲン値を短時間で測定できる 
POCT が有⽤であるが、測定装置の購⼊費⽤、検査実施頻度などを勘案すると、現在の診療
報酬（フィブリノゲン半定量・フィブリノゲン定量：23 点）では装置の購⼊は難しい。その
ため、POCT の実施を推進するには、装置購⼊や検査頻度などの実態を踏まえ、実態に則し
た診療報酬の評価や補助がなされることが望まれる。 

 
 

 

2




